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ⅠⅠⅠⅠ    挨拶：挨拶：挨拶：挨拶：    原田敬美技術フォーラム理事長原田敬美技術フォーラム理事長原田敬美技術フォーラム理事長原田敬美技術フォーラム理事長    

皆さん、おはようございます。 

我々の NPO は年 4 回、様々な内容のシンポジウムを

毎年開催しています。 

港区においては年間約 100 万ｋＷ使用しており、

23 区で使用される電力の 10％を使用しております。

その電力の一部は福嶋県、新潟県の原子力発電でま

かなっており、新潟県、群馬県、長野県、埼玉県など

の関東各県を送電線にて経由して都内に給電されて

います。私たちは各地域の設備で生活の基盤を依存

しており、電気を安定的に供給されているので生活や

仕事ができるようになっており、感謝すべきであります。 

今回は話題になっている原子力発電の仕組みと事

故内容及び、今後の

エネルギー供給にお

ける課題などについ

て学ぼうという内容で

織田先生にお願いし

ました。 
 

１．はじめに 

去年 3 月１１日の地震に関する事故から約 1 年が経

つ。この地震による大津波で福島の原子力発電所の

事故が発生した。事故に対しては各種の見解があり、

反省すべき点も多々あるが、我が国のエネルギー構

造上、原子力発電に全く依存しないわけにはいかな

いと考えられる。 

２．原子炉の種類と特徴 

原子炉は水を使う軽水炉、ガス冷却炉、ナトリウムを

冷却につかった高速炉（もんじゅ）などがあるが、日本

の商用炉はすべて軽水炉で蒸気の取出し方法の違

いから沸騰水型（ＢＷＲ）と加圧水型（ＰＷＲ）の２種類

である。前者は東京電力、東北電力、中部電力、中

国電力、北陸電力で採用され、後者は関西電力、四

国電力、九州電力、北海道電力で採用されている。 

世界では後者のＰＷＲのほうが多く、導入コストは同

程度である。 

ＢＷＲはＧＥが開発し、当初日本では GE の下に東

芝や日立が入る形で導入され、２号機以降は国内企

業が主契約者となっている。ＰＷＲは米国 WH 社で

開発され、国内では三菱と組んで美浜や大飯（関西

電力）で採用されている。後発プラントは三菱が主契

約者である。建物や土木工事は大手ゼネコンが担当

している。 

３．沸騰水型（ＢＷＲ）と加圧水型（ＰＷＲ）の特徴 

 ＢＷＲの特徴は核分裂で発生した放射能を有する

蒸気を直接タービンに導き発電するために系統は単

純である。制御棒は原子炉下部からコントロールし、

発生した蒸気は原子炉内の汽水分離機等で飽和蒸

気として 70ｋｇ/ｃｍ2 の圧力としてタービンへ送られて

発電に用いられる。 

 一方、ＰＷＲは核分裂で発生した熱を蒸気発生器に

導き熱交換してその２次側で発生した蒸気をタービン

に送るので、その蒸気発生器スペースなどから、格納

容器はＢＷＲより大型である。加圧して炉内での沸騰

を抑え熱水として蒸気発生器へ送り蒸気を発生させる

ことから「加圧水型」と呼ばれる。制御棒は上からコン

トロールし、蒸気は放射能を含まない状態でタービン

に送られる。BWR、PWR ともに高圧タービンと高圧タ

ービンがあり、直結した発電機で発電する仕組みとな

っている。 

３．安全上の考え方 

 BWR 原子炉では通常の運転では、炉心の温度は

蒸気の温度 280～300 度である。燃料は８×８とか９

×９列の棒状の筒の中に１インチ長さの焼結ウランの

ペレットの集合体が収納され炉心中で核分裂して熱

を発生させる。 

燃料を構成するチューブ状の筒はジルコニウム合

金で造られている。炉心内部の水がなくなるような事

故時の超高温状態では水とジルコニウムが化学反応

して水素ガスを発生させる。福島ではこの水素ガスが

炉心外部に漏れ

て水素爆発して

建屋を破壊させ

た。安全のため

にはどのような事

故状態になって

も炉心（コア）の
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冷却を確保する必要があった。 

核反応を緊急停止した場合でも、燃料体にはかな

りの熱（崩壊熱）が残っており、炉水が失われるような

想定事故時にはこれを冷却するために多重の低圧系、

高圧系の非常用注入系で冷却して炉心内部での燃

料の溶融（メルトダウン）を防ぐシステムとなっている。 

４．地震に対する安全性 

原子力発電所の構造体は地震に対して高い耐震

設計となっている。去年の大震災では、福島の原子

力発電所においては原子炉の主要系統やプラント建

屋の揺れによる被害は報告されていない。 

地震で原子力発電所は地震で自動停止したが、崩

壊熱はすぐにはなくならないので、炉心を冷却する必

要がある。今回はその冷却機能が津波の浸水によっ

て電源系統が失われたために作動不能となり大事故

につながってしまった。 

東北電力の女川原子力発電所の場合は過去の三

陸大地震の津波の影響を考慮して高台に建設された

ので、今回の津波は原子炉の近くまで押し寄せたに

もかかわらず、無事に切り抜けられた。しかし、高台で

は冷却をする海水をポンプアップするためにかなりの

動力が必要である。 

５．東京電力福島第一発電所の事故原因 

  去年の 3 月 11 日 14 時 46 分、東北地方太平洋

沖地震（Ｍ9.0）が発生した。福島第一発電所では６

基の発電プラントが設置されていた。地震の大きさは

設計震度と同程度で原子炉は設計通り緊急自動停

止し、核分裂反応は問題なく停止した。しかし特段の

耐震設計が要求されていない構内にある建物外部の

送電線鉄塔が倒壊して外部からの電源が喪失した。

発電所内の重要設備は非常用ディーゼル発電機の

自動起動によって一旦は問題なく作動したが、約５０

分後に襲来した大津波によって非常用の電源系統も

機能喪失ししてしまい、非常用ＤＣバッテリー系の電

源で原子炉内の崩壊熱冷却を数時間おこなったが、

最終的にはバッテリー電源も枯渇するに至った。 

ちなみに、設計対応津波５．７ｍに対して１５ｍの大

津波であった。 そのために海水供給系のポンプや

燃料タンク関係の電気機器が冠水による被害を受け、

絶縁不良で停止、非常用発電機、非常用冷却系機

器が作動不能になったのである。つまり、発電所の全

電源の長期間の喪失（ＳＢＯ）となった。当初の設計基

準ではこのＳＢＯは８時間程度で復旧できるという前提

があったが、福島事故ではこれをはるかに超える事態

であった。 

 その結果、炉心内部が加熱され、原子炉内の水位

が低下し核燃料が過熱してメルトダウンに至ったと想

定される。燃料体の被覆であるジルコニウム合金（ジ

ルカロイ）と水が高温で反応して水素が発生して爆発

に至った。これらのことを纏めると、基本的な事項であ

る①「止める」機能は働いたが②「冷やす」③「閉じ込

める」機能を喪失したということになる。この点で対応

できなかったことは大いに反省すべき点がある。 

 どのような人工のシステムでもリスクはゼロではあり

得ないが、事故の反省を教訓にしてより安全を高める

技術的な対応は十分可能である。 

 今回の事故での放射能漏れはチェルノブイリの事故

の約１/１０で、今回の事故の「国際レベル区分」は「レ

ベル７」である。 

６．今後のエネルギー問題 

現在、日本の原子力発電は５４基のうち５２基が停

止中である。これまで、停止していた効率の悪い火力

発電所などを稼働させて綱渡り的に対応している。特

に原子力発電による依存度が高い西日本の電力会

社は対応に苦慮していると思われる。 

 火力発電は燃料負担が多くコストの８０％にもなる。

原子力発電所の代替を火力発電で補うとすると、燃

料代の負担が１日２億円/１基にもなるために電気料

金が上昇するのは必至である。このことは産業界に多

大な影響を与えると想定される。一方では福島事故

後も欧米や中国、韓国、ロシアでは原子力発電の継

続運転を計画している。 

 昨今、原子力発電ではストレステストについて論議さ

れているが、原子力発電の再稼働については今度の

事故対策や経済への影響を含めて判断すべき時期

にきていると思う。 

７．放射能の単位と人体への被ばく 

 ベクレル（Ｂｑ）とシーベルト（Ｓｖ） 

ベクレルは放射能部室の持っている力の単位で、１秒

間に起きる核崩壊の数で旧単位（キュリー）と比較して

極端に小さい単位である。シーベルトは人間への影

響の強さで、仮に被ばくした場合に１０人に一人が自

覚症状が現れる単位を１シーベルトと設定した。した

がってかなり大きい単位である。 

人体への被ばくの影響については、原爆やチェル

ノブイリ事故でも１００ｍＳｖ以下では医学的な症状は

認められていない。１００ｍＳｖ以下の被ばくの人体に

ついては統計的には有意なものはないが、ＩＣＲＰ（国

際放射線防護委員会）では一応安全側の仮定を前

提にした基準となっている。しかし、世界中であまりに

も保守的すぎるとして論争の種になっている。 

   （以上） 



 

 

 

３） 当会主催のシンポジウム抜粋（１～２３は当会ホームページをご覧ください。http://www.efsca.jp/） 

１） 監査、研修講師派遣等実績（情報を除く H18 年度以前は省略） 

 分 野 年 度 契 約 先 

 

建 築 

（電気、機械

含む） 

H19 年度 板橋区（2 件）、西東京市、江戸川区、日野市、あきる野市 

 H20 年度 

板橋区（3 件）、あきる野市、小平市、杉並区（2 件）、上越市、練馬区（2 件）、 

町田市、東村山市、日野市、日光市、西東京市、三鷹市、国分寺市 

 

 

H21 年度 

 

板橋区（4 件）、館林市、冨里市、江戸川区（3 件）、杉並区(2 件)、水戸市、牛

久市、上越市、日光市、太田市、練馬区（2 件）、墨田区、調布市、八戸市、   

鹿沼市、鎌倉市、国分寺市、青梅市、八王子市、足利市 

 H22 年度 

館林市、前橋市、小平市、板橋区（2 件）、杉並区（3 件）、練馬区（調査、修繕

計画）、練馬区（2 件）、清瀬市、日野市、西東京市、渋谷区、藤沢市、太田

市、墨田区、裾野市、八戸市 

 

H23 年度 

日野市、所沢市、前橋市、厚木市、小金井市、八戸市、八王子市、杉並区(２

件)、相模原市、西東京市、守谷市、狛江市、長岡市、磐田市、渋谷区、上越

市、八千代市、青梅市、練馬区(２件)、裾野市 

 

 

土 木 

H19 年度 板橋区（3 件）、国分寺市 

 H20 年度 江戸川区（2 件）、板橋区（2 件）、鎌倉市、和光市、太田市 

 

H21 年度 板橋区、あきる野市、新座市、三鷹市、伊勢崎市、長岡市 

H22 年度 館林市、長岡市、前橋市、日光市、上越市、調布市 

 H２３年度 前橋市、相模原市、旭川市、墨田区、藤沢市、新座市、太田市 

 

上下水道 

H20 年度 太田市 

 H21 年度 西東京市、藤沢市、武蔵野市 

 H22 年度 寒川町、牛久市、秦野市 

 H23 年度 平塚市 

 環 境 

(清掃工場) 

H22 年度 八王子市、23 区清掃 

 H２３年度 ２３区清掃 

 情 報 H18 年度 町田市（システム監査研修） 

 

監査研修 

H21 年度 習志野市、佐野市 

H23 年度 東京都 26 市 

業務監査 

H20 年度～H22 年度 板橋区 

 H23 年度 鎌倉市 

２） 当会会員による関連雑誌記事、新聞記事、書籍等 

 

1 

「事業の無駄を斬る！技術専門家の目・総論編、建設編、環境編、情報編」 

 原田敬美、根本泉、高堂彰二、田吹隆明 

                月刊「地方自治職員研修」 2006 年 1 月号～４月号まで連載、公職研 

 

 

2 

「談合の根絶 外部監査で公正性確保」 原田敬美 

読売新聞 「論点」 2006 年 3 月 2 日  

 3 

「私の官民協働のまちづくり－東京港区長奮闘記」 原田敬美 

    学芸出版社 2006.9.10 発行 ISBN4-7615-1217-2 

 4 

「技術には専門の監査が必要だ！」 NPO 地域と行政に支える技術フォーラム [編著] 

    R＆B ブックス 日刊工業新聞社 2009.7.15 発行 

 5 

『重要性高まる技術内容の「監査」 技術士の視点での設計・積算・施工の問題点をチェック』 

    日経コンストラクション 2009.11.27 号 66 ページから 

技術フォーラム技術フォーラム技術フォーラム技術フォーラム    活動報告活動報告活動報告活動報告 

 

２４ 

「人を育てる、社会を変える ～ VE の可能性はどこまで？」 

      2011 年 11 月 26 日（土） 港区立新橋生涯学習センター 

 

２５ 

「原子力事故 と～ 今後のエネルギー問題」 

      2012 年 2 月 25 日（土） 港区立新橋生涯学習センター 



 

 

 

１）１）１）１）    監査、研修講師派遣等予定（抜粋）（監査、研修講師派遣等予定（抜粋）（監査、研修講師派遣等予定（抜粋）（監査、研修講師派遣等予定（抜粋）（HHHH22224444....4444 月月月月現在現在現在現在））））    

 

2222））））    シンポジウム予定シンポジウム予定シンポジウム予定シンポジウム予定    

次回のシンポジウムを以下にて開催します。    

 

     

  

 

 

 

 

 

 

当シンポジウムへの参加ご希望の方は、氏名、所属

を明記の上事務局へ 

FAX：03－3404－0734 

メール：info.efsca@cea.or.jp までご連絡ください。 

    

３）１日監査３）１日監査３）１日監査３）１日監査に関するパンフレットに関するパンフレットに関するパンフレットに関するパンフレット 

  情報と環境に関する１日監査のパンフレットが

できました。関係機関に配布します。ご期待くだ

さい。 

４）４）４）４）その他定例会活動予定その他定例会活動予定その他定例会活動予定その他定例会活動予定 

 月例会 

  日時：毎月第２土曜日 10:00～ 

  場所：港区立生涯学習センター 

  会員であれば、どなたでも自由に参加できます。 

 

５５５５）会員種別）会員種別）会員種別）会員種別    

  当会の会員は以下により構成されています。 

☆ 正会員   （年会費 ￥5,000） 

         （半期会費￥2,500） 

☆ 研究会員 （年会費 ￥3,000）    

    

６６６６））））    当会ホームページのご案内当会ホームページのご案内当会ホームページのご案内当会ホームページのご案内    

技術フォーラムの活動は、ホームページで詳しくご覧

になれます。 (http://www.efsca.jp/） 

このニュースレター１号～１8 号についても、ご覧いた

だけます。 

                                                                      

 
 
 

 

技術フォーラム技術フォーラム技術フォーラム技術フォーラム    活動予定活動予定活動予定活動予定    

 対象機関 分野 年 月 

1 I県自治体 監査研修 平成 24 年 4 月 17 日 

２ S県自治体 監査研修 平成 24 年 5 月 18 日 

当 NPO 法人では、３カ月に１回実施しているシンポジウムの内容を広く皆様に知ってもらうことを大きな目

的に、年４回「ニュースレター」を発行しています。 

今回は 2 月に実施したシンポジウム「原子力事故 と～ 今後のエネルギー問題」について、日本原子

力発電ＯＢ 織田滿之氏にご講演いただき、内容を抄録しました。原子力発電のついての技術的な側面と

問題点をこれまでの経験をもとに織田さまが講演されました。原子量発電の技術的な面で、どのようなことが

重要であるかを、分かりやすく説明していただきました。人体への影響については専門外であるので、一般的

な内容となっておりますが、原子力発電と関係するエネルギー問題について、その一端を感じていただけれ

ば幸いです。 

今後とも、皆様方の声をもとに講演内容を考えて行きたいと思います。講演内容につき、ご要望がある場合

は、ぜひ下記ニュースレター事務局までお寄せください。その他のニュースレターに関してのご意見、ご要望

も下記ニュースレター事務局までご連絡ください。   

ニュースレター事務局： oka@cea.jp 
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